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過去10年間の不動産業総合調査に見る不動産業  

矢 板 明 倫  

Ⅰ。平成7年度不動産業総合調査  

・調査の目的   

本調査は昭和57年から総務庁承認統計として行っているもので、不動産業の実  
績、不動産取引業務の内容を調査することにより、不動産業の実態を把握し、不  
動産業の育成、不動産取引の円滑化を図るための基礎資料を得ることを目的とし  
て実施しているものであり、建設省建設経済局不動産業課が（財）不動産流通近  
代化センターと（財）土地総合研究所の協力の下に行っているものである。   

・調査方法   

各年度未現在、宅地建物取引業法の規定により宅地建物取引業の大臣免許を受け  
いている事業者を対象としており、これらの事業者に対し調査票を直接送付し、  
被調査企業が自ら回答を記入した後、これを回収する方法をとってし「る。   
平成7年度は2，254事業者への送付に対し、有効回答数は1，240件（有効  

回収率55．0％であった。回収率の低さは宅地建物取引業は兼業者の多い産業で  
あり、免許を受けていても必ずしも宅地建物取引業を主たる業務としていない事  
業者が相当いるためではないかと推定される。   

・調査対象期間   

各年の4月1日から翌年の3月31日迄の1年間。   

・調査事項  

（1）企業の概要（所属協会、業種、業務内容、事務所数、従業者数等）  
（2）営業の実績  

①不動産業の実績  

仲介（代理・媒介）、販売、賃貸、管理の実績   
②売上げおよび利益の状況  

（3）海外不動産投資について   

－その他   

本調査の回収数は、年度によって波があり過年度の調査結果と一致して連続する  
性格のものではないが、以下過年度と比較する場合は単純に比較した。   
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調査結果の概要  

1．企業の概要について   

今回の調査における有効回答数は、1，240件と前回調査（平成6年度分）  
の1，262件と比べて22件減少した。有効回収率は55。0％と前回調査56。   
6％を1．6％下回っている。  

前回調査の回答と比較して変化があった事項は、（表2参照）  
① 不動産部門従業者数に関して、分譲（39，327人→36，379人、－6．   
7％）、流通（23，622人→22，816人、－3．4％）、賃貸（13，1   
46人→11，672人、－11．2％）が減少しており、唯一、管理（5，8   
65人→10，188人、73．7％）が増加している。 全体としては（81，   
960人→81，055人、一1．1％）と減少している。1事業者当たりで見   

ると、64．9人→65．4人に微増となっている。  

各業務内容別に見ると、分譲は宅地分譲が大幅に増加（7，932人→11，   
977人、51．0％）しているのに対し、戸建分譲が半数近くに減少（15，   
685人→8，185人、－47．8％）している。流通では住宅・住宅地の賃   
貸の代理・媒介のみが増加（1，531人→4，065人、165．5％）であ   
り、他の流通業務は減少している。賃貸はビル等の賃貸が減少（11，199   
人→9，714人、－13。3％）しており、管理はマンション管理が大幅な増   
加（4，478人→8，695人、94．2％）をしている。   

② 主たる業務内容に係る事務所数に関して、分譲（2，693→2，768ケ所、   
2．8％）、管理（248→275ケ所、10．9％）が増加しており、流通（2，   
501→2，357ケ所、－5．8％）、賃貸（1，095→1，073ケ所、－   
2．0％）は減少している。全体としては、6，537→6，473ケ所、1．0％   

の減少となっている。1事業者当たりの事務所数で見ると、5．2→5．2ケ所   
と横ばいであった。  

各事業内容別に見ると、住宅・住宅地の賃貸の代理・媒介（257→348   
ケ所、35．4％）、その他の賃貸の代理・媒介（106→175ケ所、65．   
1％）が大幅に増加した。それに対し住宅・住宅地の売買の代理・媒介（1，   
487→1，173ケ所、－21．1％）が大幅に減少した。  

といった点である   

2．不動産業の収益状況について   
本調査に回答を寄せた1，240事業者申、不動産業を主たる業種とする64  

1事業者のうち「売上および利益の状況」の質問において有効な回答の有った6  

40事業者についての収益状況は、次表の通りとなっている。   
前回調査と比較してみると、流通部門が唯一、営業利益率が上昇しているが、  

分譲、賃貸、管理は共に減少している。特に分譲部門が大幅に減少している。経  
常利益率は管理部門を除いて改善されている。  
不動産業全体で見ると、営業利益率は前回同様低下しているが、経常利益率は改  
善されている。   
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部門別利益率  

主たる   平成6年度  平成7年度   

業務内容   （634事業者）  （640事業者）  
売上高営業利益率  売上高経常利益率  売上高営業利益率  売上高経常利益率   

分  譲   7．2％（287社）  底3．6％（287社）   3．8％（292社）  底3．1％（292社）   

流  通   1．9％（183社）  底5．8％（183社）   2．5％（183社）  底3．2％（183社）   

賃  貸   13．9％（135社）   2．1％（135社）  11．8％（132社）   2．6％（132社）   

管  理   4．8％（29社）   3．8％（29社）   4．2％（33社）   3．5％（33社）   

合  計   9．1％（634社）  息1．5％（634社）   6．2％（640社）  息1．1％（640社）   

【平成8年度の不動産業の収益動向関連資料】   

① 法人企業統計調査（H8年9月大蔵省発表）では、不動産業の  

経常利益がH7年4～6月期以降赤字であったものが、H8年1  

～3月、4～6月と2期連続して黒字となっている。   

② 本年の不動産業の倒産件数は、前年同月と比して1～7月、9  

月が減少しており、8月のみ増加している。負債総額は、1月以  

降3、6、8、9月は減少しているが、その他の月は増加してい  

る。 （帝国データバンク「全国企業倒産集計」）   

③ 不動産業業況調査（H8年10月時点（財）土地総合研究所発  

表）では3ケ月後の見通しにつき分譲業、流通業は「変わらない」  

と「やや悪くなる」という回答が多く、今後の見通しに不安が現  

れている。  

3．指定流通機構の活用状況について   

売買・交換の代理。媒介の実績に関し、今回調査における実績件数は182，   

511件（前回202，915件）中、売りの代理・媒介は132，931件（前  

回134，932件）であった。そのうち、指定流通機構に登録し成約したもの  

の件数は42，010件、31。6％（前回49，620件、36．8％）であった。  

（次表参照）  

（単位：件）  

平成5年度   平成6年度   平成7年度   

売買・交換の代理・媒介の件数  166，814   202，915   182，511  

内、売りの代理・媒介の件数  102，723   134，932   132，931  

（A）  

内、指定流通機構に登録  25，633   49，620   42，010   

し成約した件数（B）  

売りの代理・媒介の内、指定流  
通機構に登録し成約した件数  25．0％   36．8％   31．6％  

（B）／（A）  
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【指定流通機構の新規登録件数、検索件数、成約報告件数】  
［参考］指定流通機構新規登録件数の推移  

（単位：件）  

平成5  

総数   

683，041  15．7％   831，802   21．8％   882，059   6．0％  

売り物件  484，384  5．3％   583，414   20．4％   591，327   1．4％  

賃貸物件   198，657  52．1％   248，388   25．硝   290，732   17。0％   

（単位：件）  

平成7年度  

（売り物件）   
82，117   18ヤ硝   84，323   2．7％   87，689   4．哨   

4ら 海外不動産投資について（表1肌1、2）   

海外不動産投資（フロ掴）は昭和61年度に調査を開始して以来、次表の通り  
平成元年度に1兆2，016億円とピ漣クを記録したが、平成7年度は832億  

円であり平成元年度の6。9％の水準までに落ち込んでいる。   

海外不動産投資の今後の見通しに関しては、投資実績が下降を始めた平成2年  
魔の結果において「投資を積極的に続ける」「投資を縮小し竃も基本的には続け  

る」という回答が60車0％あったものが、今回調査では31勺9％に減少してい  

る。これは前回調査の38囁3％に続いて減少している。「投資を縮小または中  

止する」とする回答（34。0％）は前回調査（33．0％）より増加している。   
前回調査ぞはアジア地域への大幅な投資の増加がみられたが、今回調査では前  

回の46。2％まで落ち込んでいる。 そ・れとは逆にヨ樋口ツパ（含東欧）地域へ  

の大幅な投資増加が見られた。（前回調査5，22．4→21，200百方円、30   
5。8％）   

5。不動産業の実績  
1）売上高総計（表2－1）   

平成7年魔の売上高の総計（受領報酬額、販売額、賃貸料収入および管理費収  
入の合計）は、8兆1，056億円である。このうち、住宅。土地の販売に係る  
売上が5兆5，371億円と全体の68。3％を占めている。これに次ぐのは、賃  
貸に係る売上で2兆0，145億円（24。8％）となっており、販売と賃貸の売  

上高を合計すると全収入の9剖以上を占める。   
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2）部門別実績  

①代理・媒介の実績（表2－2、3）   
売買・交換に係る代理・媒介を取り扱った件数は182，511件、受領報酬  

額は2，398億35百万円、物件総額は10兆1，468億89百万円、平均報  
酬率は2．4％となっている。 1事業者平均（実績のあった事業者の1社当たり  

平均、以下同じ）では、件数277．0件、受領報酬額3億64百万円となって  
いる。   

売買・交換に係る代理・媒介の実績を物件の新規・中古別に見ると、一戸建・  
長犀建住宅については新規10，245件、中古29，969件で中古が新規の概  
ね3倍であり、マンションについては新規61，263件、中古51，682件で  
新規が中古の1。2倍となっている。   

賃貸に係る代理。媒介を取り扱った件数は178，911件、受領報酬額は2  
82億46百万円であり、このうちマンションが件数で51。4％、受領報酬額  
では37．6％を占めている。1事業者平均で見ると、件数で338．2件、受領  

報酬額では53．4百万円となっている。   

② 建物の販売実績（表2－4）  

イ．居住用建物の販売実績   
一戸建・長屋建住宅の販売実績は、戸数21，050戸、販売金額8，616億  

25百万円となっている。 これを1事業者平均で見ると、新規は戸数51．8戸、  

販売金額21億25百万円、中古は戸数6．1戸、販売金額2億31百万円とな  
っている。なお、一戸当たり平均販売価格は新規で4，103万円、中古では3，  
814万円となっている。   
マンションの販売実績は、戸数で105，959戸、販売金額で3兆5，801  

億98百万円となっている。これを1事業者平均で見ると、新規は戸数361．  
3戸、販売金額123億32百万円、中古は戸数19．7戸、販売金額4億34  
百万円となっている。なお、1戸当たりの平均販売額は新規で3，413万円、  

中古で2，202万円となっている。   

ロ．非居住用建物の販売実績  
工場・事務所・店舗等非居住用建物の販売実績は床面積で2，587百出、販  

売金額は1，614億02百万円で、1事業者平均では46．2百出、28億82  

百万円である。1百出当たり平均販売価格は6，239万円となっている。   

③ 土地の販売実績（表2－4）  

イ．住宅地の販売実績  
居住用建物の敷地に供する宅地の販売実績は80，933百出、販売金額は6，  

422億56百万円で、1事業者平均では178。3百出、14億15百万円と  
なっている。  

ロ．その他の土地の販売実績   

その他の土地の販売実績は123，917百出、販売金額は2，885億87百  
万円で、1事業者平均では590．1百出、13億74百万円となっている。   
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④ 賃貸の実績（表2－5）   

総賃貸料収入は2兆0，145億00百万円、1事業者平均では28億21百  

万円となっている。このうち、工場・事務所・店舗等非居住用建物の賃貸収入が  
1兆6，262億46百万円と、全体の80．7％を占めている。   

⑤ 管理の実績（表2－6）   

総管理収入は2，859億26百万円、1事業者平均では8億29百万円とな  
っている。このうち工場。事務所・店舗等非居住用建物が1，342億86百万  

円と総管理収人の47．0％を占め、1事業者平均では9億07百万円である。   
分譲共同住宅は833億11百万円と全体の管理収入の29．1％を占め、1  

事業者平均9億92百万円となっている。賃貸共同住宅と合わせると、1，36   
5億75百万円となり全体の管理収入の47．8％を占める。   

6．売上および利益の状況  

1）概 要   

不動産を主たる業種とする641事業者のうち、当該質問において有効な回答  

のあった640事業者についてまとめたものである。   

なお、損益状況は平成7年4月1日から平成8年3月31日まで（決算期が3  

月以外の場合は直近事業年度）を対象として調査した。   

2）売上および利益の状況   

640事業者の全体の売上高は7兆1，966億37百万円（経常利益A81   
0億31百万円）である。   
主たる業務内容別に見ると、全体売上の58．4％を占める分譲が売上高4兆  

2，071億84百万円（経常利益Al，305億81百万円）、特に宅地分譲を  
主たる業務としている70事業者においては1事業者当たり経常利益はA12  

億28百万円であった。   

流通は売上高5，170億23百万円（経常利益息166億48百万円）、特  

に住宅・住宅地の売買の代理・媒介を主たる業務としている119事業者の1事  

業者当たり経常利益はAl億59百万円であった。   

経常黒字であったのは、賃貸、管理を主たる業務内容としている事業者で、賃  
貸は売上高2兆2，736億86百万円（経常利益591億99百万円）、管理  

は売上高1，987億44百万円（経常利益69億99百万円）であった。しか  

しながら、賃貸を主たる業務内容としている事業者でも住宅の賃貸を主たる業務  
にしている事業者は経常赤字（A141億14百万円）であった。   

従業者規模別において、経常黒字を確保できたのは101～200人および5  

01人以上の階層だけであった。   
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主たる業務内容別、事業所数および従業者数  

業 務 内 容   不動産業  事業者数  事業所数  事業所あたり  

部門の  内、不動産業  平均       従業者数平均  

事業所数  部門  内、女性  （㌢：圭）  

宅地分譲   958  252，250  11，977  1，725  1！）4   ∠1．9  1，300，3  61．7   8．9   12．5  

戸建分譲   1，013  73，932  8，185  1，388  210   4．8  352．1  39．0   6．6   8．1  

マンション分譲  797  16‘1，092  16，217  3，250  183   4．4  896．7  88．6  17．8   20．3  

分譲小計   2，768  490，274  36，379  6，363  587   4．7  835▲2  62．0  10．8   

住宅・住宅地の  売買の代理▲媒介  1；173  45．953  12，521  3，167  189   6．2  243．1  66．2  16．8   

その他の売買の 代理・媒介  661  58，898  5，480  658   57  11，6  1，033．3  96．1  11．5   

住宅・住宅地の 賃貸の代理・媒介  348  23，814  4，865  1，337   ▲13   8▲1  553．8  94．5  31．1   11．7  

その他の賃貸の  175  5，470   
代理・媒介  

750   138   41   4．3  133．4  18．3   3．4   ‘1．3  

綻過小計   2．357  134，135  22－816  5，300  330   7．1  406．5  69．1  16．1   9．7  

住宅の賃貸   334  22，327  1，958  595   79   4．2  282．6  24．8   7．5   5．9  

ピル等の賃貸   739  278，150  9．714  1，553  176   4．2  1，580．4  55．2   臥8   13．1  

貸賃小計  1，073  300，477  11，672  2，1‘18  255  4．2  1，178．3  45．8  8．4  10．9  

マンションの管理  183  25，679  8，695  1，400   40   4．6  642，0  217．4  35．0   47．5  

ビル等の管理   92  13，872  1，493   126   28   3．3  495．4  53．3   4，5   16，2  

管理／J、計   275  39，551  10，188  1，526   68   4．0  581．6  149．8  22．4   37．0   

計   6，473  964，437  81，055  15，337  1，240   5．2  777．8  65．4  12，4   12．5   

燕不動産業部門についての「事業所あたりの従業者数平均」  

表2－2 売買・交換の代理、媒介の実績合計  表2－1各部門別  

売上げ高総計  

件  数  受領報酬額  
内、売りの  

区  分  （百万円）   

の件数   

新 規  10，245   6，466   607   13，958  474，528   197  
一戸建・  

長屋建住宅                    中 古  29，969  18，616   12，9－19   イi4，913  1，437，713   361  

前回調査   51，781  29，034   18，975   71′106  2，304，445   594   

新 規  61－263  58，702   
マンション′  

3，052   50，380  2，524，844   152  

中 古  51，682  29，833   18，688   56，080  1，502，474   349  

前回調査   119，597  86，404   24，042   119，980  4，384，725   520   

新 規   54   
木 造  

38   69   3，970   7  

共同住宅  
中 古   246   173   83   398  17，209   65   

工場・事務所等の  
新 規   466   71   4   4，081  189，806   17  

非住居用建物                    中 古  2，497   1，434   316   16．639  914，711   134  

2，616   1，178   268   22，123  1∫443，523   1・】7   

住 宅 地 の み  20，126  13，390   5，656   37，752  1，762，830   427  

前回調査  23，417  14，664   5，624   46，111  1，673，000   454   

そ の他土地のみ  5，963   4，208   654   15，565  1，318∫80▲1   219   

合  計  182，511  132，931   42，010   239，835  10，146，889   65！）   

前回調査合計  202，915  134，932   49，620   278，227  10，897，918   715  

収入（百万円）   

代理・媒介  268，081  

内、売買・交換   239，835  

内、貸賃   28，246   

販  売  5，537，093   

賃  貸  2，014，500   

管  理  285，926   

合  計  8，105，600   

前回調査  

収入（百万円）   

代理・媒介  305，862  

内、売買・交換   278，227  

内、賃貸   27，635   

販  売  6，558，842   

賃  貸  2，151，720   

管    理   363．226  合    計   9，379，650  
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表2…3 賃貸の代理。媒介の実績合計  表2欄4 販売の実績合計  

区     分     面積・戸数  物件総額 （百万円）  回 答 事業者数  住      宅     127，698戸  4，444，銅8  597  （戸数）    前回調査  128．358戸  4，672，419  656    E重要  新  規   20．353戸  835，039  393  
中  古  697 戸  26，586   115  

シマ  285  

ヨ ンン  
中  古  2，978戸  65，577   151  

木造   689戸   3，025   17   

工場・事務所・店舗等非居  住用建物     2，587百l正  161，402   56   

（床面積）    前回調査  6，791百】正  497，599   71   

土 地 の み  204，850百ポ  930，843   523   

（面積）    前回調査  192，544百ポ  1，388，824   563  

住 宅 地  80，933百ぷ  6‘12－256   454  

その他の土地  123，917百】迂  288，587   210   

合  計  5，537，093   760   

前回調査合計  6，558，842   797   

区   分   件  数  受領報酬額   回 答  
（百万円）    事業者数   

一戸建・長屋建住宅   21，398   3，159   245   

マンション   91，891   10，627   379   

木造共同住宅   35，272   4，362   170   

非住居用建物   
8，411   

工場・事務所・店舗等    17，310    282  住宅地のみ  743  89  33  その他の土地のみ  12－297  1．598  138  合    計  178，911  28．246  529   
前回調査  

区   分   件  数  受領報酬額   回 答  
（百万円）    事業者数   

一戸建・長屋建住宅   16，007   1，790   262   

マンション   92，729   i3，156   410   

木造共同住宅   25，784   1，579   187   

工場・事務所・店舗等  居用建物  13，833   
非住  

10，744   292   

住宅地のみ   380   69   30   

その他の土地のみ   5，181   297   140   

合  計   153，914   27，635   552   

表2－5 賃貸の実績合計  表2－6 管理の実績合計  

区  
賃貸料収入  

分   面積・戸数   （百万円）  回  事業者数   

一戸建・  
長屋建住宅  

13，137戸   15，963   160   

（戸数）  前回調査   5，634戸   10，795   186   

マンション  159，723戸   225，914   493   

（戸数）  前回調査  184，727戸   263，626   516   

木造共同住宅  74，899戸   59，442   98   

（戸数）  前回調査   84，790戸   62，649   118   

工場・事務所・店舗等  非居住用建物   357，563百ポ  1，626，246   527   

（床面積  前回調査  363，449百ポ  1，678，210   570   

その他  86，935   330   

（件数）  前回調査  136－440   364   

計  2，014，500   714   

前回調査合計  乙151，720   773  

区  分   管理戸数  管理料収入  回答  
（百万円）   事業者数   

賃貸共同住宅   1，039，426戸   53，264   212  

前回調査  853，551戸   129，647   238   

分譲共同住宅  808，372戸   83，311   84  

前回調査  780，211戸   76，083   87   

工場・事務所・店舗 等非居住用建物   33，254カ所   134，286   148  

前回調査  7，139カ所   132，350   169   

そ の 他  15，065   95   

（件数）  前回調査  25，146   110   

合  計  285′926   345   

前回調査合計  363，226   374  
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前回調査  表3－1 主たる業務内容別売上げおよび利益の状況  

業務内容  売 上 高  内、不動産  営業利益  経常利益  回 答  一事業者 あたりの 経常利益    （百万円）  実収入  （百万円）  （百万円）  事業者数  
宅地分譲  122，345  107，063  50，460  －85，960   70  1，228．0  

戸建分譲  684，191  562，735  40，520  －2，502   101  【24．8  

マンション分譲  3，jOO，648  2，989，787  170，10j  42，119   

その他の売買の 代理 121  －3‘18，1   小     計  4，207，184  3，659，585  160，164  －130，581  292  －4－17．2    住宅・住宅地の 売買の代理・媒介  426，766  405，069  ‘1，634  －18，884  119  －158．7    ・媒介  34，255  24，166  4，122  1，588  24  66．2  
住宅・住宅地の  賃貸の代理・媒介  47，684  36，372  3，531  3，335   23  145．0  

その他の貸賃の  8，318   
代理・媒介  

7，070   561   489   17   28．8  

′J、  計  517，023  472，677  12，848  －16，648   183  91．0  

住宅の賃貸   179，897  147，060   －217  【14，114   39  －361．9  

93  788．3  

132  448．5  

マンションの 管 理  144，168  121，621  4，340  3．302   18  183．4  

ピル等の管理   54，576  42，231  4，062  3，697   15  246．5  

／J、  計  198，744  163，852  8，402  6，999   33  212．1   

合  計   7，196，637  6，277，769  448，871  －81，031   6▲10  －126．6  

売 上 高  経常利益  一事業者あた   
（百万円）  （百万円）  りの経常利益   

132，230  －48，701   785．5   

953，187  32，471   －300．7   

3，27ユ，691  －73，939   －632．0   

4，357，108  －155，111   肌540．5   

482，723  －29，218   －239．5   

32－218  －3，713   －154．7   

34，952   2－11   10．0   

12，ひ53   3▲18   26．8   

561，946  32，342   176．7   

173，795  －17，059   58臥2   

2，650，920  76，513   721－8   

2，824，715  59，454   440．4   

117，931   2，438   152．4   

90，597   5，444   418．8   

208，528   7，882   271．8   

7，952，297  ー120，117   －189．5  
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Ⅱ。過去10年間の不動産業総合調査にみる不動産業   
本調査は昭和57年から総務庁承認統計として建設省建設経済局不動産業課   

が不動産業の実績、不動産取引業務の内容を調査することにより、不動産業の実   
態を把握し、不動産取引の円滑化を図るための基礎資料を得ることを目的として   

実施しているものであり、これをもとに過去10年間の不動産業の状況の把握を   
行った。   

1．売上高の状況   

売上高全体の推移を見ると、平成2年度までは上昇を統けていたが、その後下   

落に転じている。 しかしながら、3年後の平成5年度から6年度にかけては再度   
上昇している。   

この様な状況からバブル崩壊による影響が多少は見られるが、その後の売上高   

の推移をみた場合、最も落ち込んだ平成4年度の段階でもバブル崩壊以前の昭和   

63年度当時とほぼ同じ水準であり、売上高から見た場合バブル崩壊による影響   

はさほど感じられない。一方、各部門別で見た場合は、売上高全体とは違いが現   

れている。代理。媒介と販売に関しては概ね同じ様な動きが見られるが、賃貸と   

管理に関しては平成6年度が最も高くなっており、一般的に言われているバブル   

崩壊による売上高の減少は見られない。   

（∋代理・媒介の実績   

売買・交換は平成元年度をピークに減少している。一方、賃貸の代理・媒介は  

平成5年度がピークでありその後減少に転じてはいるが、さほど大きな減少は見   

られない。   

（∋販売の実績   

最も落込みが激しいのが販売の実績であり平成2年度をピークとし平成7年   

度には2年度の75．8％にまで減少している。   

③賃貸の実績   

売上高が最も高かったのは平成6年度であり、平成7年度には小幅ではあるが  

減少をしている。過去10年間でもほぼ順調に売上高を伸ばしており、所謂バブ   

ル崩壊の影響は受けていないように見受けられる。   

④管理の実績   

管理に関しても、賃貸同様に平成6年度が最も売上が高く平成7年度には減少   

をしている。   

2．利益の状況   

全体の営業利益を見ると、昭和61年度から63年度にかけて減少をしている  
が平成元年度には回復をしている。しかしながら、その後は平成4年度に一時的   
に上昇をしたがそのほかは減少を続けている。   

経常利益も営業利益とほぼ同様に平成元年度をピークに減少を続けている。   

部門別では、売上高同様に賃貸と管理部門が営業利益・経常利益ともにプラス  
であるが、分譲と流通部門は、営業利益こそプラスであるが経常利益は平成2年   
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度を墳としてマイナスに転じている。   
しかしながら、平成7年度には若干ではあるが回復している。   
この様な現象は、賃貸業や管理業は専業者が多い分野であり主に請負の色合い  

が強く、自己で土地や建物を所有する場合が少ないと思われ、一方分譲業が事業   
として土地購入があリバブル期に土地購入をしたものがバブル崩壊により売却   

目処が立たず金利負担がかさみ利益を圧迫している為と思われる。  

3．海外不動産投資実績   
本調査は昭和61年度から開始されたもので、平成元年度をピ仰クに下落を続   

けている。特に大幅に下落したのが平成2年度から平成3年度にかけてであり、  

対前年比で －61。9％もの下落をしている。この時点で、ピ｝クの平成元年  

度と比較してみると3分の1の30．4％にまで落ちている。   

平成7年度の時点では、83，174百万と平成元年度の6．9％にまで落込   

んでいる。   

投資先の状況を個別に見ると、ヨ】ロツパヘの捜資が平成6年度にはピーク時  

の1。4％（平成元年度 371，821百万→平成6年度 5，224百万）   

と最も大きな下落をしている。 しかしながら、平成6年度から平成7年度にかけ  
て殆どの地域が下落若しくは微増であるのに対して、ヨーロッパだけが4倍近い  

伸びを示している。   
最も投資が盛んに行われたアメリカ合衆国は、平成7年度の時点でピーク時の   

7。7％にまで落込んでいる。但し、平成6年度から平成7年度にかけては微増   

となっている。   

海外不動産投資の今後の見通しに関しては、投資実績が下降を始めた平成2年  
魔の結果において「投資を積極的に統ける」「投資を縮小しても基本的には続け  

る」という回答が60．0％あったものが、平成7年度調査では31．9％に減少   
している。これは前年度調査の38．3％に続いて減少している。「投資を縮小   

または中止する」とする回答（34．0％）は前回調査（33．0％）より増加し   
ている。   

4。これまでの不動産業と今後   

現在不動産業は不況業種の一つとして見られているが、過去10年間の不動産  
業総合調査でみると、売上高ベー スではそれほどの落ち込みは見せていない。し  

かしながら、収益状況からはその深刻さが見て取れる。これは、バブル期に土地  
仕込みを行った物件の処理が進まずそれに係わる金利負担が収益を圧迫してい  

るためであり、現在は分譲マンションの販売が好調なことと、低金利政策に支え   

られている状況である。   

この様な状況を脱する為にも土地流動化による不良債権処理が進むこととと  

もに、現在の分譲マンションの販売が継続しなければ不動産業の再生はないもの  
と思われる。しかしながら、分譲マンションはここ数年来7万戸以上の水準の供  

給が続いており、本年度も同様の供給が行われる見込みである。4月以降の消費  
税のアップが売れ行きにどのような影響をもたらすのかまた、需要が供給に追い  
つくか予断を許さない状況である。   
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各部門別売上高  単位‥百万円  

売買・交換   203．489  205．412  235．834  380．463  298．413  239．9了9  220，823  239．872  278．227  23g．835  

賃 貸   8，808   了．582   15．127   18，5了4   25，990   21．1了8   23．137   31．208   27．835   28．246   

販  売  4．427，427  4，125．154  8．253．338  8．289，159  7．298，054  5．842．648  5，555，288  5．898．729  8，558．842  5，537．093   

賃  貸  684，884  821，002  1，064．228  1．134．400  1．404．074  1．528．539  1，511，691  2，151．048  2，151．720  2，014．5   

管  理  164．732  209，887  203．076  286．388  287，g5l  308．790  308．380  354．089  363．226  285．g28   

合  計  5．487．140  5．189．017  7．771，403  8，108．984  9，314．482  7．939．134  7．617．298  8．609．748  9．379．850  8．105．8   

部門別営薬剤益率一経常利益率  単位：百万円  

分  線   流  通   賃  貸   管  理   合  計  

営薬剤益  経常利益  営衆利益  経常利益  官費利益  経常利益   経常利益  営簗利益  経常利益   

S61   13．60賀   6．90％   13．10％   6．50％   14．80％   臥∝粍   14．50％   8．20％   13．80％   7．20   

S62   12．90％   6．40％   13．10％   8．60％   13．¢0％   8．90％   14．60駕   7．50％   13．10％   6．8   

S63   10．20％   3．40％   8．60％   6．80％   22．70％   11．10％   3．80％   4，20％   10．70％   ¢．2   

H元   11．50％   4，40％   13．80％   8．70％   21．70％   †2．ヰ0％   5．40篤   5．90％   13．10駕   ・ 

H2   †2．70％   2．50％   9．80鴇   5．20％   21．40％   9．20％   5．80％   4．80％   11．gO％   5・1   

Hこ∋   1十30ヽ   －0．80％   8．90％   －0▲70賀   21．80％   8．80％   7．∝粍   5．80％   11．20％   ー・1   

H4   8．80％   －2．90潟   0．30％  －11．40駕   23．70％   7．30覧   10．80％   4．40％   12．20％   一一且80   

H5   5．90駕   －4．60％   了．80％   －2．70％   18，10％   4．30％   5．10％   3．60％   10．30％   ～1．1   

H6   7、20％   －3．60％   1．90％   －5，80％   13．gO％   2．10％   4．80％   3．80％   9．10％   －1．5   

H7   3．80％   －3．10％   2，5（粍   －3．20％   11．80％   2．80％   4．20％   3．50％   ¢．20％   －1．1   

海外不静座投資薬招  単位：百万円  

オセアニア  ヨーロッパ  アジア  その他  

内、ハワイ  

S61   558．916  51．998   84．072  182．113   55．了了8   1．M  881．878  

S62   374、542  55．788  295．112  163．445   38，807   3．985  873．871  

S68   3g9，873  82．112  202．925  181，458   丁2】887   5．227  882．150  

H元   588．†28  103，680  127．547  371－821   98，478   39．840  1，201，610  

H2   475．200  69．∝氾  138．300  286，800   85．5（氾   12．0（旧  955．800  

H3   231．517  80．298   42，524   45，126   36．431   †0．058  365．658  

H4   100．075妻   26．295  18．796   47．408   †0．460   17▲438  柑4，175  

H5   83，62ユ  13、086   19．235   26．828   3．469   2，932  115．887  

H6   42，384  28，581   8．986   5．224   36，261   191   93，028  

H7   43．868  17．618   1，383   21，200   16．73了   8   83，1了4  

〔‡違法研芸㌶昌 〕   
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